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米国のＥＣからの特定品目に係る輸入措置 

 

（パネル報告 WT/DS165/R，提出日：2000年７月 17日 採択日：2001年１月 10日） 

（上級委員会報告 WT/DS165/AB/R，提出日：2000年 12月 11日 採択日：2001年１月 10日） 

 

清水章雄 

 

Ⅰ． 事実の概要 

 「ＥＣ－バナナの輸入、販売及び流通に関する制度」（ＥＣ－バナナ）事件１について

の紛争解決機関（ＤＳＢ）の 1997 年９月 25 日勧告によりＥＣはそのバナナ輸入制度を

WTO 協定に適合させることを要求され、２ 紛争解決に係わる規則及び手続に関する了

解（ＤＳＵ）21 条３項(c)に基づく仲裁により勧告の実施のための妥当な期間は 1997

年９月 25 日から 1999 年１月１日までであると決定された｡３ 

 1998 年７月 26 日にＥＵ理事会はバナナの輸入制度を改正する規則を採択し、同年 10

月 28 日にＥＣ委員会はこの理事会規則を実施するための規則を採択した。これらの規

則は 1999 年１月１日に効力を発生することとされていた。しかしながら、ＥＣ－バナ

ナ事件の申立国（エクアドル、グアテマラ、ホンジュラス、メキシコ及び米国）は、Ｅ

Ｃのこのバナナ輸入制度改正措置はＷＴＯ協定に適合しないと主張した。申立国の中で

エクアドルのみが 1998 年 12 月 18 日にＤＳＵ21 条５項に基づきパネルの設置を求め、

ＤＳＢは1999年１月12日にＤＳＵ21条５項に基づき問題を最初のパネルに付託した。

ＥＣも 1998 年 12 月 14 日に 21 条５項に基づきパネルを設置することを要求していた

が、ＤＳＢは 1999 年１月 12 日にＤＳＵ21 条５項に基づき問題を最初のパネルに付託

した。 

 1999 年１月 14 日、米国は、ＤＳＵ22 条２項にしたがって、ＧＡＴＴ1994 に基づく

関税譲許及び関連する義務の停止（いわゆる対抗措置）の許可をＤＳＢに求めた。これ

に対し、ＥＣは、ＤＳＵ22 条６項にしたがって、停止の程度について異議を唱え、仲裁

への付託を要求した。ＤＳＵは同月 29 日にこの問題を仲裁のために最初のパネルに付

託することを決定した。 

 ＤＳＵ22 条６項の仲裁は「妥当な期間が満了する日の後六十日以内に完了する」とさ

れており、本件の仲裁は 1999 年３月２日までに完了しなければならなかったが、同日
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に仲裁人は追加的な情報の提供を紛争当事国に要請し、その情報の受領・分析後まもな

く最終的な決定をだすという決定をおこなった（パネル報告パラグラフ 2.12）。 

 1999 年３月３日、米国は、ＥＣからの年間５億 2000 万米国ドルに値する一定の輸入

品（リストに掲載されたもの）についてボンドの追加を要求すること(increased bonding 

requirement)及び輸入の清算を停止すること(withholding liquidation)を決定した（３

月３日の措置(measure)）（パネル報告パラグラフ 2.21 - 2.25，6.2 - 6.6）。 

 翌日、ＥＣはこの米国の措置について、ＧＡＴＴ1994 の 22 条１項及びＤＳＵ４条に

基づき協議を要請した。 

 1999 年 4 月 6 日、ＤＳＵ２２条６項の仲裁人は、米国の受けた無効化又は侵害の程

度を年間１億 9140 万米国ドルとする判断を当事国へ提出した｡４ 同日、エクアドルの要

求により設置された 21 条５項パネルは、改正されたＥＣのバナナ輸入制度もＧＡＴＴ

1994 及びＧＡＴＳに適合しないという結論の報告を当事国に提出した｡５ 

 翌日、米国は、ＤＳＢが年間１億 9140 万米国ドルの額の譲許を停止することを許可

することを要求した。1999 年４月 19 日の会合において、ＤＳＢはこれを許可した。同

日から、米国は、一定のＥＣ加盟国からの一定の輸入品に対して従価 100%の関税を課

することを決定した（４月 19 日の決定(action)）。 

 1999 年５月 11 日、ＥＣは米国の３月３日の措置がＤＳＵ３、21、22 及び 23 条並び

にＧＡＴＴ1994 の１、２、８及び 11 条に違反し、ＥＣのＧＡＴＴ1994 に基づく利益

を無効化又は侵害するとして、本件パネルの設置を要求し、同年６月 16 日にＤＳＢは

これを設置した。 

 ＥＣの主張の概要は次のとおりである（パネル報告パラグラフ 6.7）。第１に、３月３

日の措置は実質的に貿易をストップすることにより貿易制裁(trade sanctions)を課すも

のであり、ＤＳＵ23 条１項、23 条２項及び３条７項並びにＧＡＴＴ１条、２条、７条

及び 11 条に違反する一方的な措置を米国はとった。第２に、仲裁手続が進行中にとら

れた３月３日の措置は、ＤＳＵ22 条６項に違反する。第３に、米国がＤＳＵ21 条５項

の手続を尽くさずに対抗措置の許可を求めたことは同条項に違反する。 

 米国の主張の概要は次のとおりである（パネル報告パラグラフ 6.8）。ボンドの要求は

米国税関の通常の慣行であり、３月３日の措置は譲許又はその他の義務の停止を構成し

ない。したがって、ＧＡＴＴ1994 の１、２、８及び 11 条に違反しない。また、この措

置は、３月３日から関税を徴収する権利を確保するためにとられただけで、３月３日に
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は関税の査定も徴収も行っておらず、ＤＳＵ23 条に違反していない。さらに、ＤＳＢは

妥当な期間の満了後３０日以内に停止を許可しなければならないのであるから、ＤＳＵ

21 条５項と 22 条の時間的規律の矛盾は、米国の解釈に有利になるように解決されるべ

きである。 

 

Ⅱ．パネル報告要旨 

 １．ＤＳＵ23 条１項の適用 

 1999 年３月３日の措置をとった時に、米国は、ＥＣのＷＴＯ違反の是正を求めよう

としていたことは、同日のＵＳＴＲのプレス・レリース、ＵＳＴＲから関税局への通知、

関税局のメモランダムなどから明らかである（パネル報告パラグラフ6.24， 6.25， 6.27， 

6.29 - 6.31） 

 1999 年３月３日の措置はＥＣにのみ向けられた差別的なものであり、100％の率の

関税の納付責任(lialibity)を一方的に課すことは、たとえその責任の効果は将来の清算

日まで停止されているとしても、対象となる輸入品に追加の義務を課するものである

（パネル報告パラグラフ 6.26）。ボンドの追加要求は、輸入関税の増加と同様の効果を

持ち、貿易をストップすると考えられ、米国になんら財政的その他の利益をもたらさな

いのであるから、３月３日の措置は報復的な性格を持つ（パネル報告パラグラフ 6.33）。 

 以上の３月３日の措置についての米国の目的及び意図から、この措置がＤＳＵ23 条

１項にいうＷＴＯ違反の是正を求めるための行為であることが示される（パネル報告パ

ラグラフ 6.34）。 

 

  ２．ＤＳＵ23 条２項(c)、３条７項及び 22 条６項違反による 23 条１項違反 

 ３月３日のボンドの追加要求はＥＣからの輸入品のみに適用され、他のＷＴＯ加盟国

からの輸入には適用されないのであるから、ＧＡＴＴ１条の最恵国待遇条項に違反する

（パネル報告パラグラフ 6.53）。この追加要求は、リストされたＥＣからの産品につい

て譲許のレベル以上の将来生ずる関税の納付責任(contingent tariff liability)を課すの

であるから、ＧＡＴＴ２条１項(a)に違反する。米国は３月３日にボンドの追加要求に

より、譲許表のバインドされた関税レベルにかかわらず、100%関税の賦課をエンフォ

ースし始めており、ＧＡＴＴ２条１項(b)に違反する（パネル報告パラグラフ 6.58）。追

加的なボンド提出の要求は経費の増加につながり、この点でも３月３日の措置はガット
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２条１項(b)に違反する（パネル報告パラグラフ 6.67）。以上から、３月３日の措置は、

ＤＳＵ23 条２項(c)、３条７項及び 22 条６項にいう譲許又はその他の義務の停止を構

成し、ＤＳＢの許可の前に、かつ、22 条６、７項の仲裁手続が進行中にとられており、

ＤＳＵ23 条２項(c)、３条７項及び 22 条６項に違反し、同 23 条１項に違反する。 

 

３．ＤＳＵ21 条５項違反及び 23 条２項(c)による 23 条１項違反 

 1999 年３月３日（米国がリストされたＥＣからの輸入品に対して措置をとることを

決定した日）には、ＥＣの実施措置がＷＴＯ協定に適合しないというＷＴＯの決定はな

かった（パネル報告パラグラフ 6.100）。一方的な措置がとられたことは、必然的にＥ

Ｃの実施措置がＷＴＯ協定に適合しないという一方的な決定があったことになる。これ

を示す文書も存在する（パネル報告パラグラフ 6.100 - 6.103）。伝統的にＧＡＴＴ／Ｗ

ＴＯにおいては、特定の条項又は権利の適用を求める国がそれを請求することになって

いる。本件のような場合には、ＤＳＢに義務又はその他の権利の停止を求める加盟国が、

相手国の実施措置に異議を唱え、紛争解決手続を開始して、実施措置がＷＴＯに適合し

ないというＷＴＯの決定を得なければならない（パネル報告パラグラフ 6.109）。米国

が３月３日の措置をとった時に、ＥＣの実施措置がＷＴＯ協定に違反するという決定を

行ったＷＴＯの審判機関(adjudicating body)はなかったので、米国は 21 条５項の第１

文及び 23 条２項(a)に違反した。米国は、譲許又はその他の義務の停止の許可をＤＳＢ

に求めたときにＤＳＵ21 条５項の手続を尽くしてなかったので同条項に違反したとい

うＥＣの主張は認められない。21 条５項第１文により求められるＷＴＯ適合性の決定

は、22 条６、７項の仲裁手続によっても最初のパネル又は他の者により行われ得ると

考えられるからである（パネル報告パラグラフ 126）。 

 

４．ＧＡＴＴ1994 の２条１項(a)、同項(b)第１文及び同最終文違反 

 上述（２．ＤＳＵ23 条２項(c)、３条７項及び 22 条６項違反による 23 条１項違反）

参照。 

 

５．結論 

ⅰ．３月３日の措置は、ＷＴＯ違反に対する救済を得ようとするものであり、この措置

をとるにあたり米国はＤＳＵ23 条１項に違反した（パネル報告パラグラフ 7.1(a)）。 
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ⅱ．３月３日の措置をとることにより、ＥＣの実施措置がＷＴＯに違反するという一方

的な決定を行い、ＤＳＵ23 条１項並びに 23 条２項(a)及び 21 条５項に違反した（パ

ネル報告パラグラフ 7.1(b)）。 

 

ⅲ．ボンドの追加要求はそれだけでＧＡＴＴの２条１項(a)及び２条１項(b)第１文に違

反する。３月３日の措置による利子、経費及び手数料の増加はＧＡＴＴの２条１項(b)

の最終文に違反する。３月３日の措置はＧＡＴＴの１条にも違反するパネル報告パラ

グラフ 7.1(c)）。 

 

ⅳ．３月３日の措置は、ＤＳＵ３条７項、22 条６項及び 23 条２項(c)の状況又はその

他の義務の停止であり、ＤＳＢの許可なしに、かつ、22 条６項の仲裁手続の進行中

に実施された。これにより、米国はＤＳＵ23 条１項並びに３条７項、22 条６項及び

23 条２項(c)に違反した（パネル報告パラグラフ 7.1(d)）。 

 

ⅴ．パネルは、米国にその措置をＷＴＯに基づく義務に適合させるようＤＳＢが要求す

ることを勧告した（パネル報告パラグラフ 7.3）。 

 

Ⅲ．上級委員会報告要旨 

 

 上述のパネルの報告の法的な問題及び法的解釈のいくつかについて、ＥＣと米国の双

方が上訴した。 

 

 １．問題となっている措置(the measure at issue) 

 ＥＣは、３月３日の措置は、事実上、ボンドの追加だけでなく、将来生じ得る 100%

の率の関税の納付責任を含むというパネル手続で行った主張を繰り返した。さらに、４

月 19 日の決定は３月３日の措置の確認(confirmation)であり、２つの措置はしっかりと

結びついていると主張した（上級委員会報告パラグラフ 71）。 

 上級委員会は、問題となっている措置は３月３日の措置で、列挙されたＥＣ産品に対

するボンドの追加要求であり、この措置は既に存在しておらず、４月 19 日の決定とは
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別個のものであり、４月 19 日の決定はパネルの付託事項に含まれてないとした（上級

委員会報告パラグラフ 128(a)）。 

 ４月 19 日の決定は、ＥＣによるパネルの設置要求では言及されおらず（上級委員会

報告パラグラフ 69）、1999 年４月 21 日の協議の正式な対象となっていないので、この

紛争における問題になっておらず、パネルの付託事項にも入っていない（上級委員会報

告パラグラフ 70）。３月３日の措置と４月 19 日の決定は関連した米国政府の行為である

が、前者は指定されたＥＣからの輸入品についてボンドの追加要求を米国税関が定め、

後者はそのような輸入品の一部に 100%の率の関税の賦課をＵＳＴＲが定めるものであ

る（上級委員会報告パラグラフ 73 - 75）。３月３日の措置は、４月１9 日に 100%の率の

関税の賦課を要求するものではないし（上級委員会報告パラグラフ 76）、４月１9 日の

100%の率の関税の賦課の前提でもなく（上級委員会報告パラグラフ 77）、３月３日の措

置と４月 19 日の決定は法的に別個のものである。 

 

 ２．ＤＳＵ22 条６項に基づき任命された仲裁人のマンデート 

米国は、22 条６項の仲裁人がその判断を出す前に３月３日の措置をとった。したがっ

て、ＥＣの実施措置のＷＴＯ適合性を決定することが仲裁人のマンデートの範囲内にあ

るかどうかは、３月３日の措置に関わる主張に対するパネルの決定に関連性があるもの

ではなかったし、関連性があるものではありえなかった。この問題は、22 条６項の仲裁

人の決定及びその決定に基づくその後のＤＳＢの許可の後にとられた措置である４月

19 日の決定に関わる主張に関してのみ関連性がありえた（上級委員会報告パラグラフ

87）。４月 19 日の決定にのみ関連性のある問題についてパネルが意見を述べたのは間違

いであった（上級委員会報告パラグラフ 89）。したがって、22 条６項の仲裁人のマンデ

ートに関するパネルの記述には、法的効力がない（上級委員会報告パラグラフ 90）。 

 

３．譲許又はその他の義務を停止することのＤＳＢの許可の効果 

 パネルは「加盟国がＤＳＢの許可した譲許又はその他の義務の免除を課したからには、

その加盟国の措置はＷＴＯ適合的である」と述べたが、これは４月 19 日の決定にのみ

関する問題であり、パネルが意見を述べたのは誤りである（上級委員会報告パラグラフ

96-97）。したがって、パネルのこの記述は、法的効力はない（上級委員会報告パラグラ

フ 97）。 
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４．ＧＡＴＴ1994 の２条１項(a)及び２条１項(b)第１文 

 パネルは、100%の率の関税の賦課に照らしてボンドの追加を検討し、ボンドの追加

要求がＧＡＴＴ1994 の２条１項(a)及び２条１項(b)第１文に違反するとした。100%の率

の関税の賦課とボンドの追加要求は法的に別個の措置であるとパネルは判断しており、

100%の率の関税の賦課はパネルの付託事項には入っていないので、パネルがこのよう

な判断を下したことは誤りであり、このパネルの判断を破棄する（上級委員会報告パラ

グラフ 103 - 105）。 

 

５．ＤＳＵ23 条２項(a)、３条７項及び 21 条５項 

ⅰ．ＤＳＵ23 条２項(a) 

 ３月３日の措置はＤＳＵ23条２項(a)に違反する一方的な決定であるとパネルは判

断した（上級委員会報告パラグラフ 107）。ＥＣは 23 条２項(a)の違反についての具

体的な主張をしておらず、証拠も提出していない（上級委員会報告パラグラフ 114）。

それにもかかわらず米国はＤＳＵ23条２項(a)と違反して措置をとったとパネルが判

断したことは誤りであり、このパネルの判断を破棄する（上級委員会報告パラグラフ

115）。 

 

ⅱ．ＤＳＵ３条７項 

 米国がＤＳＢの許可より前に３月３日の措置をとったことは、ＤＳＵ23 条２項(c)、

３条７項及び 22 条６項に違反するというパネルの判断に対して、米国はＤＳＵ22

条６項及び 23 条２項(c)の違反の判断に対しては上訴しなかったが、ＥＣは３条７項

に基づく判断を求めていなかった主張した。３条７項の性質及び内容から、ＤＳＵ

22 条６項及び 23 条２項(c)の違反は、必然的に３条７項違反にもなる（上級委員会

報告パラグラフ 120）。したがって、ＤＳＵ23 条２項(c)、３条７項及び 22 条６項に

違反するというパネルの判断を変更する必要はない（上級委員会報告パラグラフ

121）。 

 

ⅲ．ＤＳＵ21 条５項 

 米国は、パネルがＥＣがしていない主張に基づき、また３月３日の措置がＤＳＵ

23 条２項(a)に違反するという間違った結論に基づいて、ＤＳＵ21 条５項違反の判断
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を行ったと上訴した（上級委員会報告パラグラフ 122）。パネルは、自己の裁量によ

り自らの法的論証を展開している。判断に達するにあたってのパネルの法的論証は、

ＥＣの行った議論に限定されない（上級委員会報告パラグラフ 123）。また、パネル

の 21 条５項違反の判断は、23 条２項(a)を基礎にしたものではなく、３月３日の措

置を米国がとった時に21条５項で要求されるようにＷＴＯ紛争解決手続によってＥ

Ｃの実施措置のＷＴＯ適合性が決定されていなかったことを基礎にしている（上級委

員会報告パラグラフ 126）。３月３日の措置の採用により米国が 21 条５項に基づく

義務に違反して行動したというパネルの判断を支持する（上級委員会報告パラグラフ

127）。 

 

６．結論 

ⅰ．本件の紛争において問題となっている措置は、列挙されたＥＣ産品についての３月

３日以降のボンドの追加要求という同日の措置であり、その措置はもはや存在してお

らず、この３月３日の措置と４月 19 日の決定は法的に別個のものであり、４月 19

日の決定はパネルの付託事項のなかにはない（以上について、上級委員会はパネルの

判断を支持した。）（上級委員会報告パラグラフ 128(a)）。 

 

ⅱ．ＤＳＢの勧告及び裁定を履行するために加盟国がとった措置のＷＴＯ適合性を、Ｄ

ＳＵ22 条６項に基づき任命された仲裁人が決定することはできない（上級委員会は、

この問題についてパネルは間違いを犯し、その所説には法的効力がないとした。）（上

級委員会報告パラグラフ 128(b)）。 

 

ⅲ．パネルが「加盟国がＤＳＢの許可した譲許又はその他の義務の免除を課したからに

は、その加盟国の措置はＷＴＯ適合的である」と述べたことは間違いである（上級委

員会は、パネルのこの所説は法的効力がないとした。）（上級委員会報告パラグラフ

128(c)）。 

 

ⅳ．本件のボンドの追加要求は、ＧＡＴＴ1994 の２条１項(a)及び２条１項(b)第１文に

違反しない（上級委員会は、この点についてパネルの判断を覆した。）（上級委員会報

告パラグラフ 128(d))。 
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ⅴ．３月３日の措置にとったことにより米国はＤＳＵ23 条２項(a)に違反したものでは

ない（上級委員会は、この点についてパネルの判断を覆した。）。米国は、ＤＳＵ23

条２項(c)、３条７項及び 22 条６項並びに 21 条５項に違反した（上級委員会は、以

上についてパネルの判断を支持した。）（上級委員会報告パラグラフ 128(e))。 

 

ⅵ．上級委員会は、ＤＳＢに対していかなる勧告もしなかった。３月３日の措置はもは

や存在しないからである（上級委員会報告パラグラフ 129）。 

 

Ⅳ．解説 

 １．本件の意義 

 ボンドの追加要求を定めた米国税関の３月３日の措置だけではなく、100％関税の賦

課を定めた米国通商代表の４月 19 日の決定もＤＳＵ21 条５項に違反するというＥＣ

の主張はパネル及び上級委員会の認めるところとはならなかったが、３月３日の措置の

同項違反はパネルにより認められ、上級委員会もこれを支持した。この他、３月３日の

措置については、ＤＳＵ３条７項違反というパネルの判断を上級委員会は覆す必要はな

いとした（ただし上級委員会は、パネルは同項違反の認定をしなければならないわけで

はなかったと述べている。）。さらに、３月３日の措置がＧＡＴＴ1994 の１条及び２条

１項(b)第２文並びにＤＳＵ22 条６項、23 条１項、23 条２項(c)に違反するというパネ

ルの判断については米国が上訴しておらず、違反が確定した。特に、ＤＳＵ23 条１項

違反という米国が上訴しなかったパネルの判断が本件の最も重要な側面であると上級

委員会は述べている（上級委員会報告パラグラフ 58）。 

 米国のいわゆる通商法３０１条等による一方的措置を念頭にして設けられたＤＳＵ

23 条の規定６に違反するとされた最初の事例が、まさにその通商法３０１条に基づき米

国通商代表へ与えられた権限に基づく決定（上級委員会報告パラグラフ 75）に関係す

る措置（上級委員会報告パラグラフ 73）についてのものであったことは、ＤＳＵ23 条

を置いたことの適切さをまさに示すものである。ＤＳＵ制定の大きな目的の１つが一方

的措置の排除であったことを考えると、これが実際に行われた本件の意義は非常に大き

い。 
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２．勧告の必要性の有無 

 パネルは３月３日の措置はもはや存在していないとしつつも、米国にその措置をＷＴ

Ｏ協定に基づく義務に適合させるよう勧告した。３月３日の措置がＷＴＯ協定に適合し

てなかったと認定した上でこのような勧告をしたのであるから、パネルはＤＳＵ19 条

１項第１文を過去の措置についても適用したことになる。これに対して、上級委員会は、

３月３日の措置はもはや存在していないのでいかなる勧告も行わなかった（上級委員会

報告パラグラフ 129）。上級委員会は、３月３日の措置はもはや存在していないという

パネルの認定と米国にその３月３日の措置をＷＴＯ協定に適合させるようＤＳＢが要

求するというパネルの勧告には明白な矛盾(an obvious inconsistency)があるとした

（上級委員会報告パラグラフ 81）。上級委員会も前節で述べたように３月３日の措置は

ＷＴＯ協定の幾つかの規定に違反していると認めているが、過去の措置について勧告を

行うことはしていないのである。ＤＳＵ19 条１項第１文には問題となっている措置の

現在の状況が「ある措置がいずれかの対象協定に適合しない」場合に当該措置を当該協

定に適合させるよう勧告することをパネル又は上級委員会に義務づけているだけであ

り、過去の措置についてパネル又は上級委員会が勧告することは求めていない。本件で

問題となった措置は過去のものであるから、勧告の必要性はない。更に、もはや存在し

ていない措置をＷＴＯ協定に基づく義務に今さら適合させることはできないのである

から、そのようなことを求める勧告をすることもできないと考えられる。 

 したがって本件において上級委員会が何の勧告もしなかったことは正しいが、パネル

及び上級委員会がもはや存在していない措置について審査を行い、その違法性を認定し

たことは注意すべきである。「ムートネスの法理がＷＴＯにおいて適用されない」７と

いうＧＡＴＴ1947 の紛争解決手続以来の伝統が本件のパネル及び上級委員会の報告に

おいても守られている。 

 

３．ＤＳＵ22 条６項の仲裁手続による実施措置のＷＴＯ適合性の判断 

 ＥＣは、米国は３月３日にはＤＳＵ21 条５項パネルの報告を手にしていなかったから、

（３月３日の措置をとることにより）21 条５項に違反したとは主張し、さらにＤＳＢ22

条手続を要求すべきであると主張した（パネル報告パラグラフ 6.116）。この主張の検討

に際して、パネルは 21 条５項の判定は 22 条６項の仲裁人によっても行われ得ると判断

した（パネル報告パラグラフ 6.121， 6.122， 6.126。以上は上級委員会報告パラグラ
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フ 83 において引用されている。）。パネルのこの判断について、これは付託条項に含ま

れていない４月 19 日の決定にしか関係のない問題であるから、このことについて所説

を述べることが間違っており、パネルのこの所説は法的効力がないと上級委員会は判断

した（上級委員会報告パラグラフ 89）。上級委員会は、21 条５項の判定は 22 条６項の

仲裁人によっても行われ得るかどうか自体については判断していない。この問題ついて

は立法的解決がなされるべきであるとして、判断を避けている（上級委員会報告パラグ

ラフ 91，92）。 

 

 

【注】 

1 パネル報告 WT/DS27/R/ECU, WT/DS27/R/GTM, WT/DS27/R/HND, WT/DS27/R/MEX, 

WT/DS27/R/USA（1997 年５月 22 日）; 上級委員会報告WT/DS27/AB/R（1997 年９月９日）。 

2 
European Communities - Regime for the Importation, Sale and Distribution of Bananas- Appellate 

Body Report and Panel Reports - Action by the Dispute Settlement Body, WT/DS27/12, 10 October 

1997. 

3 
European Communities - Regime for the Importation, Sale and Distribution of Bananas - 

Arbitration under Article 21.3(c) of the Understanding on Rules and Procedurres Governing the 

Settlement of Disputes - Award of the Arbitrator, WT/DS27/15, 7 January 1998. 

4 
European Communities - Regime for the Importation, Sale and Distribution of Bananas - Recourse 

to Arbitration by the European Communities under Article 22.6 of the DSU - Decision by The 

Arbitrators, WT/DS27/ARB, 9 April 1999. 

5 
European Communities - Regime for the Importation, Sale and Distribution of Bananas - Recourse 

to Article 21.5 by Ecuador - Report of the Panel, 12 April 1999, WT/DS027/RW/ECU 

6 外務省経済局国際機関第一課編『解説ＷＴＯ協定』(1996 年，日本国際問題研究所)，567

頁。 

7 岩沢雄司「ＷＴＯ紛争処理の国際法上の意義と特質」国際法学会編『日本と国際法の１

００年 第９巻 紛争の解決』(2001 年，三省堂)，230 頁。 


